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アンゴラ共和国月報４月号 

アアンンゴゴララ共共和和国国月月報報  
２０１４年４月号 

在アンゴラ日本国大使館 

 

主な出来事 

【内政】 

●国防大臣及び元兵士退役軍人大臣の任命 

【外政】 

●ドス・サントス大統領，フランス及びバチカンを公式訪問 

●マリ大統領，アンゴラを公式訪問 

【経済】 

●国会にて民間投資法の改正を検討 

●証券取引所設立に関する草案の公表 

●ルアンダ海上交通の開通 

内政 

１ 閣僚の任命 

２ ４ 日 ， カ ン デ ィ ド ・ ヴ ァ ン ド ゥ ー ネ ン

(Cândido Van-Dúnem)国防大臣が解任され，

元兵士退役軍人大臣に任命された。新国防

大臣には，ジョアン・マヌエル・ゴンサルヴェ

ス ・ ロ ウ レ ン ソ (João Manuel Gonçalves 

Lourenço)国会第一副議長が就任した (JA 

4/25)。 

２ 海上交通船の運行開始 

（１）７日より，ルアンダ港からサンバ地区カ

ポソッカ間の海上交通船の運行が開始され

た。これにより４００名乗船可能な船二隻が，

午前午後３便ずつ同区間を運行する。 

（２）乗船料金はエコノミークラス（座席数３

００席）が２５０クワンザ，ファーストクラス（同１

００席）が２０００クワンザ。同区間の片道所要

時間は約４０分。 

（３）車移動であれば同区間は通常３時間

要するが，同交通船により市民は地獄のよう

な恒常的渋滞を避けることができる （JA 

4/10）。 

３ 第６回経済閣僚委員会 

１０日，第６回経済閣僚委員会が開催され，

最低賃金及び国勢調査に関する報告書，金

融システムの安定・強化を目的とした金融機

関に関する改定法案，２０１５年ミラン国際博

覧会へのアンゴラの参加について協議された

（JA 4/11）。 

 

外政 

１ ドス・サントス大統領の外遊 

（１）フランス訪問 

ア ２８日，ドス・サントス大統領はフランス公

式訪問のためパリに到着した。今回は同大統

領３度目の仏公式訪問であり，２日間の滞在。

同訪問には，エドゥルデス・コスタ大統領府大

臣，シコティ外務大臣，ヴァスコンセロス石油

大臣，パカヴィラ商務大臣，ナシメント高等教

育大臣が同行した。 

イ ２９日，ドス・サントス大統領はオランド仏

大統領と会談し，その後，仏民間企業を交え

た同大統領主催の昼食会に参加した。さらに，

ピレー上院議長と会談した後，仏企業との経

済フォーラムに参加。同フォーラムには約５０

名の仏人企業家が集まり，ドス・サントス大統

領は同企業家に対してアンゴラへの投資を呼

びかけた。 



2 

アンゴラ共和国月報４月号 

ウ 仏は葡，米，中，伯，南アに続く６番目の

貿易相手であり，投資額は３番目に大きい。

その代表的仏企業はトタル（Total）社。 

エ 在仏アンゴラ総領事館によれば，１６，９１

５名のアンゴラ人がフランス在住とのことであ

るが，仏当局によればその数は３万人に達す

る。 

オ 両国の外交関係は１９７６年の仏によるア

ンゴラの独立承認以来維持されている(JA 

4/28，29，30)。 

（２）バチカン訪問 

３０日，ドス・サントス大統領はローマに到

着し，１日，フランシスコ法王と会談した。同会

談において両者は，両国間の歴史的な関係

及び協力協定の締結について話し合った(JA 

5/1，2)。 

２ イドリス・デビー・マリ大統領の来訪 

（１）１５日，デビー・マリ大統領一行はアン

ゴラを公式訪問し，ヴァスコンセーロス石油大

臣とともにＳＯＮＩＬＳ（国営石油会社ソナンゴ

ルのグループ会社でロジスティクス担当）及

びベント・ベント・ルアンダ州知事とともに

Kilamba 開発地区を訪れた。 

（２）１６日，同大統領はピエダーデ国会議

長への表敬訪問，ドス・サントス大統領と会談

を行った。同会談において，両者は，アフリカ

各国の発展のためにはアフリカ全体の和平

構築と安全保障が重要であることを確認し，

特に懸念されている中央アフリカ情勢につい

て意見交換を行った。 

（３）１５日，両国外相は，一般協定，二国間

協力委員会創設に関する協定，定期的政策

協議に関する覚書きに署名した(JA 4/14，15，

16)。 

３ 米国務次官補及び大湖地域特使の来

訪 

グリーンフィールド米国務次官補（アフリカ

担当）及び ファインゴールド大湖地域米特使

が１０日，アンゴラを公式訪問した。同日，同

国務次官補はヴィセンテ副大統領と会談し，

アフリカで起きている問題の解決に向けて両

国が協力していくことを確認し，中央アフリカ

及び大湖地域情勢に関して意見交換をした。 

なお，同国務次官補一行は，アンゴラを訪

問する前に中央アフリカを訪れ，サンバ・パン

ザ（Samba Panza）同国暫定大統領と会談をし

た (JA 4/10，11)。 

４ ロシアと政治・外交定期協議に関する

覚書に署名 

９日，モスクワにて，アンゴラ・ロシアの両

国外相は二国間関係を強化するために政

治・外交定期協議に関する覚書に署名した

(JA 4/9)。 

５ 第４回欧・アフリカ首脳会合 

（１）２～３日，ベルギーにおいて第４回ＥＵ・

アフリカ首脳会合が開催され，ヴィセンテ副大

統領を長とするアンゴラの代表団が参加した。

同会合では，和平，安全保障，人道，投資，

気候変動，移民問題等について話し合われ

た。 

（２）同会議はこれまで，２０００年にカイロ，

２００７年にリスボン，２０１０年にトリポリで開

催され，今回は第４回目で，４０カ国のアフリ

カ首脳，２０カ国のヨーロッパ首脳，ＥＵ委員

長，ＡＵ委員長等が参加した。 

（３）ギニアビサウはアフリカ圏ポルトガル語

諸国の中で唯一招待を受けなかった。 

６ 伯，漁業分野で技術協力を継続 

２５日，ブラジリアにおいて，漁業省零細農

漁業開発院及びブラジル国家統合省所管の

ＣＯＤＥＶＡＳＦ（サンフランシスコ・パルナイバ

渓谷開発公社）との間で，漁業分野における

技術協力協定が締結された。今後２年間にわ

たり，アンゴラ人漁師の人材育成がブラジル

国内７ヶ所の職業訓練所において実施される

見込み。これにより，２０１２年に開始した技

術協力が２０１５年まで継続されることとなる

（AP 4/26; AH 4/30）。 
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経済 

１ 主要経済指標 

統計局（INE）が４月に発表した３月期のイ

ンフレ率は７．３２％。月間物価上昇率は０．５

１％。最も高い伸び率を記録したのは「家具・

家庭用器具・維持管理費」で１．２０％。次い

で「保健」（０．８５％），「レジャー・レクリエーシ

ョン・文化」（０．７９％），「衣服・履き物」（０．７

８％）となった。 

（２）金利 

４月２８日に開催された第３１回金融政策

委員会（ＣＰＭ）は，政策金利のＢＮＡ基礎利

率（Ｔａｘａ ＢＮＡ）を年率９．２５％に据え置くこ

とを決定。銀行間取引利率ＬＵＩＢＯＲのオー

バーナイトは３．０１％（対前月比▲０．５６％

p）に引き下げ。 

（３）為替市場 

４月末，為替相場は USD１＝９７．８８１AKZ

で推移（対前月比０．０２６クワンザ安）。昨年

１２月以降，USD１＝９７．８ＡKZ 台を維持して

いるが，４日付けエスパンサン紙によれば，

昨年１２月以降，公式レートとプライマリー・マ

ーケットとの間で相場の乖離が進行している。

４月上旬，プライマリー・マーケットでは，USD

１＝約１０７ＡKZ で取引された。同紙は，１月

にＢＮＡが外貨取引に関する規定を設けたこ

とに起因すると指摘（EX 4/4）。 

２ 日本企業関連情報 

８月に繊維工場の操業再開 

丸紅が改修工事を請け負った África Têxtil

社の繊維工場（ベンゲラ市所在）は，今年８月

に操業再開する見通し。同工場リハビリ事業

は，ＪＢＩＣ（国際協力銀行）による４億８０００

万ドルの融資を通じ，２０１２年３月に着手さ

れた。リハビリ完了後は民間企業Ａｌａｓｏｌａ社

が操業を担い，年間１２００万枚のタオル，１６

０万枚のシーツ，１２万枚の毛布の生産が見

込まれている（AP 4/10; AH 4/11; JA 4/13）。 

 

３ 石油・鉱物資源関連情報 

（１）第１四半期，日産１６２．３万ﾊﾞﾚﾙ 

３月３１日，ヴァスコンセーロス石油大臣は，

赤道ギニアで開催されるアフリカ産油国連合

（ＡＰＰＡ）閣僚会議へ出発直前，ルアンダ国

際空港での会見で，第１四半期の産油量が１

６２．３万バレル/日に留まった旨述べた。た

だし，現在開発段階のプロジェクトがあり，第

２四半期には目標値の２００万バレル/日に到

達する見込みがある旨述べた（JA 4/1）。 

（２）１月の原油輸出量，３年間で最低 

財務省の発表によると，アンゴラの１月の

原油輸出量は，対前月比８．５％減の４９２０

万バレルとなった。２０１１年以降最低水準を

記録（AH 4/1）。 

（３）陸上油田鉱区の入札時期決定 

１４日，国営石油公社ソナンゴルは，陸上

油田鉱区の入札を５月３０日に実施する旨公

表した。今回入札対象となる鉱区は，クワン

ザ堆積盆地のＫｏｎ第３，５，６，７，８，９鉱区，

ならびにバイショ・コンゴ堆積盆地のＣｏｎ第１，

５，６鉱区。掘削は来年中に着手される見通

し（JA 4/16）。 

（４）欧３社がトタルの油田開発プロジェ

クトを受注 

伊Ｓａｉｐｅｍ社，仏Ｔｅｃｈｎｉｐ社及びＨｅｅｒｅｍ

ａ Ｍａｒｉｎｅ Ｃｏｎｓｔｒａｃｔｏｒｓ社のコンソーシア

ム，ノルウェーＡｋｅｒ Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ社は，仏Ｔｏｔ

ａｌ社がオペレーターである第３２鉱区1のカオ

ンボ（Ｋａｏｍｂｏ）油田開発プロジェクト関連事

業を受注した。３社の受注額を合計すると約

１００億ドルに上り，同プロジェクト総額（約１６

０億ドル）の半分以上を占める。Ｓａｉｐｅｍ社は

ＦＰＳＯ２隻の建設に４０億ドルの契約。Ｔｅｃｈ

ｎｉｐ社及びＨｅｅｒｅｍ社のコンソーシアムは水

                                                   
1 第３２鉱区は，海岸線から２６０ｋｍの距離に位置す

るオフショア鉱区。権益保有率は，トタル社及びソナ

ンゴルＰ＆Ｐ社が３０％ずつ，ソナンゴル・シノペック

社が２０％，エクソン・モービル社が１５％，ガルプ社

が５％となっている。 
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深２０００ｍの海底油田から上記２隻のＦＰＳ

Ｏへの石油運搬に３５億ドルを計上。Ａｋｅｒ 

Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ社は，２４億ドル相当の石油生産

システムをトタル社に提供する見込み（AH 

4/15; JA 4/18）。 

（５）ソヨＬＮＧプラント，操業停止 

ソヨ市に所在するアンゴラ LNG のプラント

が一時的に操業を停止した。同社の発表によ

れば，主な原因は電気系統のトラブルによる

コンプレッサーの空気漏れ及びパイプライン

におけるガス漏れとされる（JA 4/29）。 

（６）カトカでダイヤモンド増産へ 

カトカ鉱業会社は，新規４鉱区の開発によ

り，収益を現在の６億ドルから２０２０年までに

１５億ドルに増加させる見込み。同社は，現在

年間２００万トン（６５００カラット）のダイヤモン

ドを生産している（JA 4/29）。 

４ 貿易・投資 

（１）民間投資法改正案 

２５日付けエスパンサン紙によれば，国会

で民間投資法の改正が検討されている。同

法改正案では，最低投資額の引き下げ，投

資地域の再編，資本所得税に関する規定，

承認額の引き上げ，投資インセンティブの規

定等が言及されている。 

なかでも最も注目を集めている最低投資額

に関し，現行法では，国内民間企業には１案

件につき１億クワンザ（約１００万ドル）以上の

投資額が条件付けられていたが，今般の改

正案では，５０００万クワンザ（５０万ドル）に引

き下げられている。外国民間企業による投資

については，これまでは出資者１人につき１

億クワンザの投資が条件付けられていたの

に対し，今般，１案件につき１億クワンザに変

更する旨記載されている（EX 4/25）。 

（２）投資庁，１９件の民間投資契約 

１５日，民間投資庁（ＡＮＩＰ）は，１９件で計

９２００万ドルの民間投資契約にサインした。

対象事業は，天然水，ビール，その他飲料水

の製造，学校教科書など印刷物の出版，液

体洗剤及び酢の製造，石けんなどの掃除用

品，石油ガス掘削関連製品の販売，建設土

木事業，区画整理など（AH 4/16）。なお，建

設事業には，５つ星ホテル，ペニンシュラの建

設が含まれる（AH 4/17）。 

（３）ジンバブエ投資家がクアンド・クバ

ンゴへの投資に意欲 

ジンバブエ人投資家グループが，クアンド・

クバンゴ州における事業に関心を寄せている。

対象分野は，鉱物資源採掘，林業，農業，牧

畜業，観光業，商業，交通，建設業など多岐

にわたる（JA 4/2）。 

（４）第１四半期対中貿易額の上昇 

第１四半期，アンゴラの対中国貿易総額は

９５億２６００万ドル（対前年同期比７．６４％

増）を計上した。ＣＰＬＰ全体の対中貿易総額

は２９１億１６００万ドル（同１０．８％増）で各

国が全般的に上昇傾向にあるなか，アンゴラ

の貿易総額はＣＰＬＰ全体の対中貿易総額の

３２．１７％を占め，同グループ内ではブラジ

ルに次いで２位を維持。対中輸出額は８６億

１６００万ドル（同７．８３％），同輸入額は９億

９００万ドル（同５．８９％）で，８５億１７００万ド

ルの輸出超過となった（AH 4/30）。 

（５）ルアンダ港の貨物搬入の迅速化 

ルアンダ港湾公社によれば，クレーン２機

の導入により，貨物を運搬する船舶の待機時

間が約８割削減された。２００８年は平均で１

６日間を要していたが，２０１３年は３日間に

短縮された（AH 4/28; JA 4/29）。 

５ 金融 

（１）ＳＯＬ銀行，３６億クワンザの増資 

ＳＯＬ銀行（Ｂａｎｃｏ Ｓｏｌ）の株主総会が開

かれ，同銀の資本金を約１４億クワンザから

約５０億クワンザへ増資することが決定され

た（JA 4/18）。 
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（２）ＣＭＣ，証券取引所設立に関する草

案を発表 

２３日，ＣＭＣ（証券取引所委員会）は，証

券取引所の設立へ向け，投資信託に関する

規制やリスクマネーの運用に関する法整備に

ついてまとめた関連法の草案を発表した。な

お，設立時期については未公表（JA 4/24）。 

６ 交通・電力インフラ 

（１）ルアンダ海上交通の開通 

３日，翌４日の「平和の日」を記念し，ルア

ンダ港とサンバ地区を結ぶ海上交通の開通

式典がルアンダ港にて行われ，ドス・サントス

大統領が出席した。 

７日に運行開始したルアンダ＝サンバ間の

ルートは第１フェーズにあたり，今後はベンフ

ィカ地区，奴隷博物館，コリンバ・シカラ地区

の埠頭を結ぶ路線が拡大される見込み。第２

フェーズでは，カクアコ地区，パンギーラ地区，

さらにはカビンダ州，ザイレ州ソヨ市，ンゼト

市，ノキ，ペドラ・ド・フェイティッソ，ＤＥＦＡ駅，

アンブリズ，ロビト港，ベンゲラ港，ナミベ港を

結ぶ計画（JA 4/4）。 

（２）伯，ラウーカ・ダム建設に２０億ド

ルのクレジットライン 

２月２６日付け大統領令によれば，伯Ｏｄｅ

ｂｒｅｃｈｔ社が受注したラウ－カ・ダム建設事業

（クワンザ・ノルテ州カンバンベ市）の予算とし

て，ブラジルはアンゴラに対して約２０００億ク

ワンザ（約２０億ドル）のクレジットラインを供

与する。２０１４年国家予算では，ラウーカ・ダ

ムの水力発電所建設プロジェクトの一部（１

２％）に約４５０億クワンザが計上されており，

このうち約１４６億クワンザ（約１億４６００万ド

ル）が今回のクレジットラインにより融通され

る見込み（EX 4/11; AH 4/14）。 

７ その他 

（１）UNITEL，自社株買い戻しを要求 

大手通信企業ＵＮＩＴＥＬ社は，ＰＴ（ポルトガ

ル・テレコム）社が保有する自社株（２５％）の

買い戻しを求める旨の書簡をＰＴ社宛に送付

した。Ｓｏｌ紙アンゴラ版によれば，ＵＮＩＴＥＬは

４月中の回答を求めている（AH 4/22; Sol 

4/24）。 

（２）葡企業，コーヒーの質・流通を向上 

葡Ｎａｂｅｉｒｏ社の現地法人，Ａｎｇｏｎａｂｅｉｒｏ

社は，コーヒー豆の新銘柄「Ｇｉｎｇａ Ｍｕｘｉｍ

ａ」の発売を公表した。良質の国産コーヒー豆

が使用され，量り売り等による大量購入が可

能となる見込み（AH 4/24）。 

（３）新規６６２２件の営業認可 

パカヴィラ商務大臣によれば，同省商業・

ホテル・観光局は，昨年８月から計６６２２件

の営業を認可した（JA 4/20）。 

 

                                                   

 JA: Jornal de Angola, EX: Expansão, BB: Bloomberg, OP: O País, AP: Angop, SE: Semanário Económico, 

AH: Angola Hub, AN: Angola Notícia, RNA: Rádio Nacional de Angola, Sol: Sol Angola. 


